
 

 

 

 
* 年金改革ウォッチは、2013年1月より、毎月第1火曜日に連載（祝日は休載）。 
*1 厳密には、週所定労働時間および月所定労働日数が常時雇用者の4分の3以上の常時使用される者(正社員以外も含む)。 
*2 厳密には、前述の*2に該当しない者のうち、週所定労働時間が20時間以上や月額賃金が8.8万円以上等に該当する者。 
*3 厳密には、パート(短時間)労働者ではない通常の厚生年金加入者(つまり前述の*2の該当者)の数。 
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1 ――― 先月までの動き 

 年金事業管理部会は、令和４年度計画の案について、１月に議論された点の修正案などを議論した。 

 
○社会保障審議会 年金事業管理部会 

2月14日(第60回) 日本年金機構の令和４年度計画の策定、その他 

URL https://www.mhlw.go.jp/stf/kanribukai-siryo60_00001.html (資料) 
 

2 ――― ポイント解説：厚生年金の適用徹底 

 年金事業管理部会では、昨年12月には2021年度の取組状況が、今年１～２月には2022年度の計画案

が議論された。本稿では厚生年金の適用徹底について、2022年10月に施行予定の厚生年金の適用拡大

等を踏まえながら、取組状況や今後の課題を確認する。 

1｜制度と改正の概要：パートの拡大に加え試用期間も対象に 

 厚生年金の加入(適用)対象となるか否かは、個人の就労状況(労働時間等)に加えて職場(事業所)の

形態等も影響する。現行は、正社員*1の場合は、法人の事業所は業種や規模に関係なく強制加入の対

象となる。個人事業所は、法定された16業種かつ従業員が５人以上の場合に強制加入の対象となり、

それ以外の場合は従業員の半数以上の同意を得れば任意加

入できる。パート(短時間)労働者*2の場合は、前述した要件

に加えて企業規模(会社全体の正社員数*3)も要件となる。 

 2022年10月施行の改正では、パート労働者の企業規模要件

の緩和(小規模への拡大)等に加え、個人事業所の対象業種が

約70年ぶりに追加される。さらに、パート労働者以外も含め

て、雇用契約後２か月以内の試用期間等も対象となる。 

2｜適用徹底の状況：国税庁など関係機関と連携して推進 

 制度改正で対象が拡大しても、実際に加入しなければ給付

を受けられない。厚生年金の加入は原則として事業主が自主

図表１ 厚生年金の加入対象となる事業所 

 
注1：◎は1985年改正前から、○は1985年改正後の、

強制加入。△は任意加入。なお1985年改正は段
階的に実施され1989年度から完全適用された。 

注2：法定16業種は、厚生年金保険法6条に規定されて
いる業種。2022年10月からは士業が法定業種に
加わる。他の業種は、農林水産業、飲食サービ
ス業、宿泊業、娯楽業、理美容業等。 

常時の従業員数

5人未満 5人以上

法人 法定16業種 ○ ◎

事業所 他の業種 ○ ○

個人 法定16業種 △ ◎

事業所 他の業種 △ △
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*4 国土交通省「建設業における社会保険加入対策について」。 
*5 人材確保のためという企業側の機運に加え、この改正は年金制度の財政改善策ではなく拡大対象となる個人のため（特に非

正規就労が多い就職氷河期世代が老後に低年金となる問題を改善するため）であることが、広く認知されることを期待したい。 
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的に届け出るため、適用が漏れる事業所や従業員が発生し

うる。これを減らす取り組みが、厚生年金の適用徹底であ

る。 

 近年の適用徹底は、関係機関と連携して行われている。

その１つは、関係機関が持っている事業所の情報と厚生年

金に加入している事業所の情報との照合である。2002年度

から雇用保険、2012年度から法人登記簿、2014年度からは

国税庁の源泉徴収の情報と照合され、適用徹底が進んでい

る。2020年度からは、事業者の経営状況や感染対策に配慮

しつつ、郵送調査等による適用推進も行われている。 

 もう１つは、国土交通省による取り組みである。運輸業

者や建設業者の届出などの際に厚生年金を含む社会保険

の加入状況を確認するほか、社会保険に加入していない建

設作業員の現場入場を認めないガイドラインの制定や、そ

の徹底に取り組んでいる*4。これを受けて、社会保険に未

加入の建設業者を入札に参加させない自治体もある。 

3｜今後の課題：小規模事業所への徹底や脱法行為への対策 

 上記の取り組みにより厚生年金の適用徹底は進み、従業

員５人以上の法人事業所を中心に、加入指導等の対象とな

る事業所は減少した。今後は、従業員５人未満の法人事業

所や個人事業所への加入徹底策も検討する必要がある。 

 また、適用拡大に伴い、雇用契約から請負契約への切替

や、勤務事業所を複数にして事業所ごとの労働時間を週20

時間未満に抑える等の脱法行為への対策も、重要となる懸

念がある。国土交通省では前述の取組の一環で一人親方問

題に関する検討会を開催し、偽装請負への対策も検討して

いる。 

 新型コロナ禍では、中小企業などの経営基盤の脆弱さ

や、非正規労働者の不安定さが浮き彫りとなっている。他

方で、建設業で見られるように人材確保のために社会保険

適用などの処遇改善を進める動きもある。当面の課題はあ

るが、適用拡大の施行が実態を伴う形で進むよう、適用徹

底の取り組みや長期的な観点からの社会的機運*5の醸成

に期待したい。 

図表２ 2020年改正の概要(厚生年金適用関連) 

 
 

図表３ 年金機構の指導で加入した事業所数 

 
注1：上記の件数は、累積ではなく単年度の値。 

注2：新規加入事業所数は2020年度で12万件。 
 

図表４ 年金機構の指導で加入した人数 

 
注1：上記の件数は、累積ではなく単年度の値。 

注2：厚生年金１号加入者数は2020年度末で4047万人 
 

図表５ 年金機構の加入促進取り組み計画 

 
注1：2022年度計画では対象数が示されなかった。 

注2：2019年以降の5人以上の欄には、5人未満で家族以外

の従業員を雇用する事業所を含む。 

短時間(パート)労働者 (施行日)
・企業規模要件 ： 
 正社員500人超→100人超 (+45万人) (2022/10)
 正社員100人超→50人超  (+20万人) (2024/10)
・勤務期間要件：
  1年以上の見込み→2か月超の見込み (2022/10)
個人事業所の従業員
・適用業種 ： 士業(弁護士等)を追加 (2022/10)
全体
・2か月以内の雇用契約者： (2022/10)
 3月目(*)→1月目(更新可能性有の場合)

　*例:２か月間の雇用契約を更新した場合

・法的な立入検査の対象 ： (2020/6)
　適用済事業所→蓋然性が高い事業所
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